
「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」
の基本的枠組み

基本方針（主務大臣）

関係者の責務

基準適合義務等

重点整備地区における移動等の円滑化の重点的・一体的な推進

以下の施設について、新設等に際し移動等円滑化基準に適合させる義務
既存の施設を移動等円滑化基準に適合させる努力義務

誘導基準に適合する特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定制度

住民等による基本構想の作成提案

基本構想（市町村）

事業の実施

支援措置 移動等円滑化経路協定

協議会

協議

・移動等の円滑化の意義及び目標
・公共交通事業者、道路管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所有者が移動等の円滑
化のために講ずべき措置に関する基本的事項

・市町村が作成する基本構想の指針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

・旅客施設、官公庁施設、福祉施設その他の高齢
者、障害者等が生活上利用する施設の所在する一
定の地区を重点整備地区として指定

・重点整備地区内の施設や経路の移動等の円滑化に
関する基本的事項を記載　　　等

・公共交通事業者が作成する計画の認定制度
・認定を受けた事業に対し、地方公共団体が
助成を行う場合の地方債の特例　　　等

重点整備地区内の土地の所有者等が締結す
る移動等の円滑化のための経路の整備又は
管理に関する協定の認可制度

市町村、特定事業を実施す
べき者、施設を利用する高
齢者、障害者等により構成
される協議会を設置

・関係者と協力しての施策の持続的かつ段階的な発展（スパイラルアップ）【国】
・心のバリアフリーの促進【国及び国民】
・移動等円滑化の促進のために必要な措置の確保【施設設置管理者等】
・移動等円滑化に関する情報提供の確保【国】

・旅客施設及び車両等
・一定の道路（努力義務はすべての道路）
・一定の路外駐車場
・都市公園の一定の公園施設（園路等）
・一定の特別特定建築物（百貨店、病院、福祉施設等の不特定多数又は主として高齢者、障害
者等が利用する建築物）

上記の基準適合義務対象となっている特別特定建築物以外の特定建築物（事務所ビル等の多数が利用する
建築物）の建築等に際し移動等円滑化基準に適合させる努力義務（地方公共団体が条例により義務化可能）

・公共交通事業者、道路管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所有者、公安委員
会が、基本構想に沿って事業計画を作成し、事業を実施する義務（特定事業）

・基本構想に定められた特定事業以外の事業を実施する努力義務
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　高齢者や障害を持った方々の自立と社会参加を促進するためには、高齢者や障害のある
人等が公共交通機関などの施設を円滑に利用できるようにすることが必要ですが、バリア
フリー施設の整備といったハード面の対応だけではなく、国民一人ひとりが高齢者や障害
のある人等の移動制約者を見かけた際に進んで手を差し伸べる環境づくりといったソフト
面の対応も重要です。
　このため、多くの国民が高齢者や障害のある人等に対する基礎的知識を学び、車いす利
用体験や視覚障害者疑似体験・介助体験等を行うことを通じて、バリアフリーについての
理解を深めるとともに、ボランティアに関する意識を醸成し、誰もが高齢者や障害のある
人等に対して自然に快くサポートできる「心のバリアフリー」社会の実現を目指すことを
目的として、全国各地で「バリアフリー教室」を開催しています。
　平成25年度には、全国で236件の「バリアフリー教室」を開催し、約13,000人の参加を
得ました。小中学生をはじめとした学生や、鉄道やバスといった公共交通関係事業に関わ
る現場職員等、様々な方にご参加いただいています。
　体験終了後、参加した学生からは、「大変さや苦労を知ることができた」、「とても勉強
になった。声をかけることはとても勇気がいると思うが、学んだことを生かし、素直な気
持ちで障害のある方のお手伝いができたらと思う」などの感想をいただくなど、本教室が
高齢者・障害者等の移動制約者に対する理解とボランティアに関する意識啓発の一助と
なっています。

「バリアフリー教室」
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